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本日の説明内容

１．科研費事業の概要

２．科研費改⾰について

３．科研費審査の仕組み

４．平成30年度から令和元年度にかけての
主な改善点について

５．令和2年度公募に向けた検討の状況

６．研究不正の防⽌について

７．科研費に応募する研究者の⽅々へ
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科研費審査結果一覧（令和元年度 新規採択分）
【令和元年５月現在】

（注１） 〔 〕内は、前年度の数値を示す
（注２） 「特設分野研究」は除く
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１．審査システムの見直し
→学術動向の変遷により即した公募・審査を目指し、開かれた競争的環境下において審査の

質を高め、多様かつ独創的な学術研究を振興する。
（平成30年度助成～ 大括り化した新「審査区分表」の適用、「総合審査」等の本格実施）

２．研究種目・枠組みの見直し
→学術研究への現代的要請、とりわけ「挑戦性」をめぐる危機を乗り越えることなどを念頭に、

種目の役割・関係性・趣旨等を明確化する。
（平成29年度助成～ 「挑戦的萌芽研究」の発展的見直し）
（平成30年度助成～ 「特別推進研究」、「若手研究（Ａ）」の見直し・新制度の実施等）

３．柔軟かつ適正な研究費使用の促進
→研究費使用に係る自由度を高めるとともに手続きの省力化を図り、科研費による研究の効果を

更に高める。
（平成23年度助成～ 一部研究種目の基金化）
（平成25年度助成～ 「調整金」の導入）

科研費改革の三本柱
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科研費の審査について
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⽬的：学術的に優れた成果を⽣み出すと期待される研究課題の発掘

ピアレビュー：研究者による評価

ｰ メリット

ｰ デメリット

専⾨知に基づく評価

狭い専⾨分野の判断となり、真に学術的意義があるかどうか
の判断を回避してしまう危険性

外部から⾒ると、仲間内のお⼿盛りと⾒なされる可能性

学術論⽂レビューとの違い： 学術的意義、⽬的、研究⽅法、計画、
研究遂⾏能⼒について総合的評価







総合審査：「基盤研究（S・A）」

審査方法

審査委員全員が全ての研究課題について、書面審査を行った上で、同一の審査
委員が合議審査の場で各応募研究課題について幅広い視点から議論を行う。
なお、「基盤研究（S）」では専門分野が近い研究者が作成する審査意見書を書
面審査及び合議審査で活用するとともにヒアリング審査を行う。

審査委員数

６～８名

評点分布等

【書面審査】
４段階の相対評価：S（10%）、A（10%）、B（10%）、C（70%）

【合議審査】

応募研究課題について、１課題ごとにお互いの意見に対する率直な議論を納得
がいくまで重ねて採否を決定。

審査結果の開示

おおよその順位と「審査結果の所見」を開示
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 書面審査の点数にこだわらず検討

 専門分野の審査委員の判断に任せず、全審査委員が対等
な立場で議論

 専門知に頼らず、研究計画調書に基づき議論

 研究計画調書の長所と短所をコメント



総合審査：「挑戦的研究」

審査方法

審査委員が分担して事前の選考を行った上で、審査委員全員が全ての研究課題に
ついて、書面審査を行った上で、同一の審査委員が合議審査の場で各応募研究課
題について幅広い視点から議論を行う。
（事前の選考は概要版でのみ審査。応募件数が少ない場合は実施しない。）

審査委員数

６～８名 （事前の選考は３名で分担）

評点分布等

【事前の選考】
４段階の相対評価：４（10%）、３（10%）、２（10%）、１（70%）

【書面審査】（採択可能件数の２倍程度の課題を対象）
４段階の相対評価：S（採択可能件数の1/3）、A（同左）、B（同左）、C（残り）

【合議審査】

応募研究課題について、１課題ごとにお互いの意見に対する率直な議論を納得がいくまで
重ねて採否を決定。

審査結果の開示

合議審査で不採択となった課題についておおよその順位と「審査結果の所見」を開示
（事前の選考で不採択となった課題についてはおおよその順位を開示）
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 書面審査の点数にこだわらず検討

 専門分野の審査委員の判断に任せず、全審査委員が対等
な立場で議論

 専門知に頼らず、研究計画調書に基づき議論

 研究計画調書の長所と短所をコメント



２段階書面審査：「基盤研究（B・C）」「若手研究」

審査方法

審査委員が各研究課題について、合議審査を行わず、同一の審査委員が２段階
にわたり書面審査を行う。

審査委員数

基盤研究（B）：６名
基盤研究（C）、若手研究：４名

評点分布

【１段階目の書面審査】
４段階の相対評価：４（10%）、３（20%）、２（40%）、１（30%）
（各評定要素は４段階の絶対評価）

【２段階目の書面審査】（採否のボーダーラインの課題を対象）
４段階の相対評価：A（採択予定件数の1/3）、B（同左）、C（同左）、D（残り）
※２段階目の対象について、一部の審査委員が極端に低い評点を付した研究課題についても考慮

審査結果の開示

おおよその順位、各評定要素の素点（平均点）、「定型所見」を開示 19

 研究計画調書の長所と短所をコメント

 1段階目において他の委員が書いたコメントを参照







22

１．科研費事業の概要

２．科研費改⾰について

３．科研費審査の仕組み

４．平成30年度から令和元年度にかけての
主な改善点について

５．令和2年度公募に向けた検討の状況

６．研究不正の防⽌について

７．科研費に応募する研究者の⽅々へ



23

平成30～令和元年度の主な改善

 若手研究者等が海外渡航によって研究を断念することなく、帰国後の研究費を
保障できるよう海外渡航時における科研費の中断・再開制度を導入（H31.4から）

 研究計画調書の「研究代表者および研究分担者の研究業績」欄を評定要素に
合わせ、「応募者の研究遂行能力及び研究環境」欄に変更（H31年度公募
（H30.9）から）

 審査システムにresearchmap及び科学研究費助成事業データベース（KAKEN）と

の連携機能を設定（H31年度公募（H30.9）から）

 研究開始時及び終了時における公開情報の充実
・ 基盤（A)について、採択研究課題の審査の所見を公表
・ 研究開始時に研究の概要をKAKENに掲載

・ 研究成果報告書に研究成果の学術的意義や社会的意義をわかりやすく説明した
内容を新たに含め、KAKENにて公開

 従来紙媒体で行っていた、応募時の研究分担者承諾手続きを全ての研究種目
で電子化

 研究活動スタート支援の基金化（H31年度から。継続課題も含む）





【科学技術・学術審議会学術分科会科学研究費補助金審査部会等における議論の概要】

研究計画調書の変更（研究業績欄）について①

（問題意識等）

〇 「研究業績」欄に必ずしも研究課題とは関係のない業績を不必要に連ねたりする可能性など、

審議過程において応募、審査の本来の在り方を歪めかねない実態があるのではないか。

〇 「研究業績」欄が、応募者にとって「できるだけ多くの業績でスペースを埋めなければ審査にお

いて不利になるのではないか。」といった誤った認識を与えている可能性があるのではないか。

○ 研究代表者及び研究分担者の分担内容に応じた研究遂行能力を評価するために研究業績等

の確認は必要だが、研究業績等の「書かせ方」については一考の余地がある。

○ 科研費の審査に関し、あたかも業績偏重主義であるかのような認識を応募者その他に与える

可能性については、できるだけ是正を試みるべきであり、そのための工夫を考慮する必要がある。

○ 「研究業績」欄を引き続き活用する場合にあっては、応募者が、研究遂行能力の評価に必要な

情報を適切に記載できるような配慮が必要。（単に「欄を埋める」ことが重要であるかのような

印象を払拭する必要がある。）

○ 研究業績等による研究遂行能力の評価について、応募者、審査担当者の双方に正しい認識を

醸成するよう努めることが必要。
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審査におけるresearchmap等の参照について②

 科研費の審査において、研究遂行能力を有しているかについては研
究計画調書で判断します。

 審査の際に審査委員が必要に応じて参照することができますが、従前
よりも審査の際に審査委員がresearchmapを参照しやすくなることか
ら、必要な情報を積極的に登録・更新してください。

 researchmapは参考情報として参照するため、researchmapの更新・
登録自体が直接的に採否に影響することはありません。

 なお、 researchmapの情報は必ずしも審査に必要な情報のみではな

いため、審査に必要のない情報までは活用しないよう審査委員に周知
しています。

＜researchmapの具体的な取扱い＞

29
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（※現時点での検討状況であり、実際の内容等は公募要領等で確認してください。）



令和２年度公募及び概算要求に係る制度改善の方向性（案）

34
（令和元年6月25日 科学技術・学術審議会学術分科会研究費部会資料より）

○新興・融合領域の開拓の強化について

○若⼿研究者の重点⽀援について

• 「新学術領域研究」の発展的⾒直しによる「学術変⾰領域研究(A)､(B)」の創設

• より幅広い層の挑戦的で優れた研究を促進するため「挑戦的研究（開拓）と「基盤研究(B)」の重複
応募、重複受給の緩和

• 「挑戦的研究（開拓）」の基⾦化

• 「若⼿研究(２回⽬)※」と「基盤研究(S)､(A)､(B)」との重複応募制限の緩和

• 「研究活動スタート⽀援」の他研究種⽬との重複受給制限の緩和

若⼿研究者による⼤型種⽬への更なる挑戦を促すため、

※令和２年度公募においては、「若⼿研究(1回⽬)」を受給中で本年度が研究計画の最終年度の者、⼜は過去(平成30年度以前)
に⼀度「若⼿研究」を受給し終わった者のうち、「若⼿研究」の応募資格を有する者が応募する「若⼿研究」。なお、「若⼿研究」には、
「若⼿研究(S)、(A)、(B)」を含む。

（注）令和２年度概算要求に関する事項については今後の調整が必要。



35

（令和元年6月25日 科学技術・学術審議会学術分科会研究費部会資料より）
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【捏造、改ざん】

不正の概要 文部科学省等の対応 機関の対応

科学研究費補助金を使用して発表した６論文の画像に
ついて、一つの実験データや画像を複写し、別の目的
のためのデータや画像として使用する捏造、改ざんを
行った。

○補助金の返還命令
２２０万円

○応募資格の停止
１０年：１人、

３年：１人、１年：１人

懲戒解雇
～
停職１ヶ月

【盗用】

研究費の不正使用、研究活動における不正行為とは（事例）

不正の概要 文部科学省等の対応 機関の対応

２論文において盗用。また、科研費の実績報告書や研
究計画調書に存在しない論文を記載した。

○補助金の返還命令
３５０万円

○応募資格の停止
１０年：１人

懲戒解雇
相当

【不正受給、目的外使用】

不正の概要 文部科学省等の対応 機関の対応

科学研究費補助金等において、別の研究者の名義で
の応募や、応募書類に虚偽の記載等を行い、交付を
受けていた。
また、交付された科研費を補助事業以外の研究に使
用していた。

○補助金の返還命令
７，０２９万円

○応募資格の停止
５年：１１人
２年： １人

懲戒解雇
～
減給１ヶ月
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研究費の不正使用、研究活動における不正行為とは（事例）

【預け金、品名替え、私的流用】

不正の概要 文部科学省等の対応 機関の対応

科学研究費補助金において、架空発注により消耗品
等を購入したように装い、研究機関から補助金を支出
させ、業者に預け金として管理させた上で、必要に応
じ研究機関に保管された納品伝票とは異なる研究用
物品等の購入に充てていた。また、請求書の品名の
書き換えを業者に指示し、実際には異なる物品を納品
させていた。
また、うち１名は、一部を私用物品の購入費に充てて
いた。

○補助金の返還命令
１３，５５３万円

○応募資格の停止
５年： １人
４年：２８人
３年： ５人
２年： ２人
１年： ７人

懲戒解雇
相当
～
訓告

【カラ謝金】

不正の概要 文部科学省等の対応 機関の対応

科学研究費補助金において、学生に虚偽の出勤簿を
作成させ、研究機関に謝金の架空請求を行わせ、当
該架空請求に係る謝金を回収し、これを規則に基づか
ない謝金手続きの原資に充てていた。

○補助金の返還命令
１３２万円

○応募資格の停止
４年：１ 人

停職１ヶ月
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研究費の不正使用、研究活動における不正行為とは（事例）

【預け金、カラ出張】

不正の概要 文部科学省等の対応 機関の対応

科学研究費補助金において、架空発注により消耗品
等を購入したように装い、研究機関から補助金を支出
させ、業者に預け金として管理させた上で、必要に応
じ研究機関に保管された納品伝票とは異なる研究用
物品等の購入に充てていた。
また、出張実態の伴わない旅費の請求あるいは、出
張旅費の申請時に研究機関に申告した内容と異なる
日程で出張したにもかかわらず、その旨を報告せず、
研究機関に当初の申請額（全額）の支払いを行わせる
ことによって不正（不当）に旅費の支給を受けていた。

○補助金の返還命令
３４万円

○応募資格の停止
４年：１ 人

停職８ヶ月
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応募制限の対象者 不正使用の程度と応募制限期間

不正使用を行った
研究者と共謀者

私的流用の場合、10年

①、社会への影響が大きく、行為の悪質性も高い場合、5年

私的流用以外で ②、①及び③以外の場合、2～4年

③、社会への影響が小さく、行為の悪質性も低い場合、1年

不正受給を行った
研究者と共謀者

5年

善管注意義務違反
を行った研究者

善管注意義務を有する研究者の義務違反の程度に応じ、上限２年、下限１年

【不正事案の公表について】

研究費の不正使用等を行った研究者や、善管注意義務に違反した研究者のうち、応募資格が制限された研究者
については、原則、研究者氏名を含む当該不正の概要を文部科学省のHPにおいて公表します。

不正使用を行った研究者に対する措置について

【応募資格の制限】

【当該資金の返還について】

不正使用が認められた研究課題については、当該科研費の全部又は一部の返還を求めることがあります。
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【不正事案の公表について】

研究費の不正使用等を行った研究者や、善管注意義務に違反した研究者のうち、応募資格が制限された研究者
については、原則、研究者氏名を含む当該不正の概要を文部科学省のHPにおいて公表します。

不正行為を行った研究者に対する措置について

【応募資格の制限】

【当該資金の返還について】

不正行為が認められた研究課題については、当該科研費の全部又は一部の返還を求めることがあります。

不正行為の関与に係る分類 学術的・社会的影響度、行為の悪質度 除外期間

不正行為に
関与した者

ア）研究当初から不正行為を行うことを意図していた場合など、特に悪質な者 １０年

イ）不正行為が
あった研究に
係る論文等の
著者

当該論文等の責
任を負う著者

当該分野の研究の進展への影響や社会的影響が
大きく、又は行為の悪質性が高いと判断されるもの

５～７年

当該分野の研究の進展への影響や社会的影響が
小さく、又は行為の悪質性が低いと判断されるもの

３～５年

上記以外の著者 ２～３年

ウ） ア）及びイ）を除く不正行為に関
与した者

２～３年

不正行為に関与していないものの、不正行為の
あった研究に係る論文等の責任を負う著者

当該分野の研究の進展への影響や社会的影響が
大きく、又は行為の悪質性が高いと判断されるもの

２～３年

当該分野の研究の進展への影響や社会的影響が
小さく、又は行為の悪質性が低いと判断されるもの

１～２年
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科研費における研究倫理教育の受講等について

○平成28年度新規課題から、研究倫理教育の受講等を、
交付申請要件としました。

【研究代表者】

【研究分担者】

 研究代表者に、電子申請システム上で研究分担者として参画すること及び「当該研究課題
の交付申請前までに研究倫理教育の受講等をする」旨の承諾を行うこと

 交付申請前までに、自ら研究倫理教育教材の通読・履修、または研究機関が実施する研究
倫理教育を受講すること

 研究代表者が交付申請を行うまでに、研究倫理教育の受講等を行い、受講等をした旨を研
究代表者に報告すること

 交付申請前までに、自ら研究倫理教育教材の通読・履修、または研究機関が実施する研究
倫理教育を受講すること

 研究分担者がいる場合には、研究分担者から、
①応募時までに、電子申請システム上で研究分担者として参画すること 及び「当該研究課
題の交付申請前までに、研究倫理教育の受講等をする」ことの承諾を得ること

②交付申請前までに、研究分担者が研究倫理教育の受講等を行ったことを確認すること

【研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン（平成26年8月26日文部科学大臣決定）より】

配分機関 ： 競争的資金等により行われる研究活動に参画する全ての研究者に研究倫理教育に関するプログラムを

履修させ、研究倫理教育の受講を確実に確認
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１．科研費事業の概要

２．科研費改⾰について

３．科研費審査の仕組み

４．平成30年度から令和元年度にかけての
主な改善点について

５．令和2年度公募に向けた検討の状況

６．研究不正の防⽌について

７．科研費に応募する研究者の⽅々へ











参考資料集
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年度 事 項

H16 〇科研費ルールの整理・見直し、研究者及び研
究機関向けのハンドブックを新たに作成

〇日本学術振興会に審査委員DBを構築し、配
分機関による審査委員選考を開始

〇基盤研究等の書面審査に、電子審査システ
ムを導入

H17 〇基盤研究等の応募手続きに、電子申請シス
テムを導入

H18 〇研究実績報告書の提出期限を5月末に延伸

H19 〇ガイドラインを踏まえ、機関管理・監査体制の
整備を応募要件化

H20 〇研究成果報告書（冊子体）を廃止し、KAKEN
データベースで公表

〇若手研究の年齢対象を37歳以下から39歳以
下へ変更

〇使途制限のない他の経費との合算使用を可
能に変更

〇費目間変更可能な範囲を総額の３０％から
５０％未満に制限を緩和

H21 〇若手研究へ受給回数制限の導入
〇繰越申請手続きの簡素化を実施
〇電子申請システムとe‐Radのログイン機能を

統合

科研費制度・運用上の主な改善一覧（１）

年度 事 項

H8 〇不採択課題の審査所見の開示を開始（特
別推進研究、重点領域研究）

H10 〇「特定領域研究」の中間・事後評価結果及
び評価基準の公表を開始

H11 〇「国際学術研究」を「基盤研究」に統合。外
国旅費等について、使用制限を大幅緩和

〇日本学術振興会に審査・交付業務の移管
を開始

H13 〇基盤研究（Ｓ）を創設
〇間接経費の措置を開始（特推、基Ｓ・Ａ等）
〇直接経費から研究支援者の雇用を可能と

した

H14 〇継続的・安定的に研究費を交付するため、
研究計画終了前年度応募の仕組みを新設

〇基盤研究等において、不採択課題の審査
結果の開示を開始

〇研究支援者の年度末までの雇用を可能と
するため、実績報告書の提出期限を延伸

H15 〇日本学術振興会に学術システム研究セン
ターを新設

〇繰越制度を導入
〇育児休業等に伴い、研究中断制度を新設
〇不正に使用した研究者に、応募資格停止

のペナルティーを導入
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年度 事 項

H27 〇「国際共同研究加速基金」を創設
〇「特設分野研究基金」を創設
〇基盤（Ｂ）・若手（Ａ）の一部基金を取りやめ、

補助金化

H28 〇「挑戦的研究（開拓、萌芽）」を創設

H29 〇従来の「分科細目表」を廃止し、新たな審査
区分及び審査方式を導入（科研費審査改革２
０１８の実施）

〇若手研究の応募要件を３９歳以下という年齢
制限から博士号取得後８年未満に見直し

〇特別推進研究に、受給回数制限を設定
〇「若手研究（Ｂ）」の新規採択者から「独立基

盤形成支援」の配分を行う仕組みを試行的に
導入

〇「特設分野研究」の新規設定を停止し、「挑戦
的研究」の審査区分として「特設審査領域」を
設定

〇交付手続きのペーパーレス化を推進
〇連携研究者を廃止し、研究協力者に統合

H30 ○国際共同研究加速基金（国際共同研究強化
（Ｂ））の新設

H31 ○研究活動スタート支援の基金化を導入

○海外渡航時における科研費の中断・再開制度
の導入

科研費制度・運用上の主な改善一覧（２）

年度 事 項

H22 〇応募資格の変更（学生を応募資格から除
外）

〇科研費被雇用者の応募資格の取扱を明
確化

〇電子申請システムを利用して、審査結果
の情報を開示

H23 〇基金化の導入（基盤（Ｃ）、挑戦的萌芽研
究、若手（Ｂ））

〇「競争的資金」の使用ルール等の統一化
及び簡素化・合理化

H24 〇一部基金化の導入（基盤（Ｂ）、若手（Ａ））
〇複数の科研費やその他の経費を合算して、

設備の共同購入ができるように変更
〇科研費ロゴタイプを制定
〇不正使用の交付制限期間2～5年を1～10

年に変更

H25 〇補助金に「調整金」の枠を設定
〇繰越申請手続きに電子申請システムを導

入

H26 〇日本学術振興会特別研究員（ＳＰＤ・ＰＤ・
ＲＰＤ）に間接経費を措置

〇科研費の全ての交付業務を日本学術振興
会に移管
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研 究 種 目 等 研 究 種 目 の 目 的 ・ 内 容 担当

科学研究費

特別推進研究 新しい学術を切り拓く真に優れた独自性のある研究であって、格段に優れた研究成果が期待される１人又は比較的少人数の研究者で行う
研究（期間３～５年（真に必要な場合は最長７年）１課題 ２億円以上５億円まで（真に必要な場合は５億円を超える応募も可能））

学 振

新学術領域研究 （研究領域提案型）
多様な研究者グループにより提案された、我が国の学術水準の向上・強化につながる新たな研究領域について、共同研究や研究人材の
育成、設備の共用化等の取組を通じて発展させる（期間５年、1領域単年度当たり 1,000万円～３億円程度を原則とする）

文科省（審査）

学 振（交付）

基盤研究 （Ｓ）１人又は比較的少人数の研究者が行う独創的・先駆的な研究
（期間 原則５年、１課題 5,000万円以上 ２億円以下）

（Ａ）（Ｂ）（Ｃ）１人又は複数の研究者が共同して行う独創的・先駆的な研究
(A) ３～５年間 2,000万円以上 5,000万円以下
(B) ３～５年間 500万円以上 2,000万円以下
(C) ３～５年間 500万円以下 ※応募総額によりＡ・Ｂ・Ｃに区分

学 振

挑戦的萌芽研究 【平成２８年度公募分まで】
１人又は複数の研究者で組織する研究計画であって、独創的な発想に基づく、挑戦的で高い目標設定を掲げた芽生え期の研究

（期間１～３年、１課題 500万円以下）

学 振

挑戦的研究 （開拓）（萌芽）

１人又は複数の研究者で組織する研究計画であって、これまでの学術の体系や方向を大きく変革・転換させることを志向し、飛躍的に発展
する潜在性を有する研究 なお、（萌芽）については、探索的性質の強い、あるいは芽生え期の研究も対象とする

（開拓） ３～６年間 500万円以上 2,000万円以下
（萌芽） ２～３年間 500万円以下

学 振

若手研究 【平成２９年度公募分まで】
（Ａ）（Ｂ）３９歳以下の研究者が１人で行う研究

(A) ２～４年間 500万円以上 3,000万円以下
(B)  ２～４年間 500万円以下 ※応募総額によりＡ・Ｂに区分

【平成３０年度公募以降】
博士の学位取得後８年未満の研究者（※）が一人で行う研究 なお、経過措置として３９歳以下の博士の学位を未取得の研究者が１人で
行う研究も対象
（※）博士の学位を取得見込みの者及び博士の学位を取得後に取得した産前・産後の休暇、育児休業の期間を除くと博士の学位取得後８
年未満となる者を含む （期間２～４年、１課題 500万円以下）

学 振

研究活動スタート支援 研究機関に採用されたばかりの研究者や育児休業等から復帰する研究者等が１人で行う研究
（期間２年以内、単年度当たり150万円以下）

学 振

奨励研究 教育・研究機関や企業等に所属する者で、学術の振興に寄与する研究を行っている者が１人で行う研究
（期間１年、１課題 10万円以上100万円以下）

学 振

平成３０年９月現在

研究種目一覧

61



研 究 種 目 等 研 究 種 目 の 目 的 ・ 内 容 担当

特別研究促進費 緊急かつ重要な研究 文科省（審査）

学 振（交付）

研究成果公開促進費

研究成果公開発表 学会等による学術的価値が高い研究成果の社会への公開や国際発信の助成 学 振

国際情報発信強化 学協会等の学術団体等が学術の国際交流に資するため、更なる国際情報発信の強化を行う取組への助成 学 振

学術図書 個人又は研究者グループ等が、学術研究の成果を公開するために刊行する学術図書の助成 学 振

データベース 個人又は研究者グループ等が作成するデータベースで、公開利用を目的とするものの助成 学 振

特別研究員奨励費 日本学術振興会特別研究員（外国人特別研究員を含む）が行う研究の助成（期間３年以内）

国際共同研究加速基金

国際共同研究強化
（Ａ）科研費に採択された研究者が半年から１年程度海外の大学や研究機関で行う国際共同研究。基課題の研究計画を格段に発展させる

とともに、国際的に活躍できる、独立した研究者の養成にも資することを目指す（1,200万円以下）
（Ｂ）複数の日本側研究者と海外の研究機関に所属する研究者との国際共同研究。学術研究の発展とともに、国際共同研究の基盤の構

築や更なる強化、国際的に活躍できる研究者の養成も目指す（期間３～６年間 2,000万円以下）

学 振

国際活動支援班 新学術領域研究における国際活動支援への助成（領域の設定期間、単年度当たり1,500万円以下）
※平成３０年度公募以降、国際活動支援班を新学術領域研究の総括班に組み込んで公募

学 振

帰国発展研究 海外の日本人研究者の帰国後に予定される研究（期間３年以内、5,000万円以下） 学 振

特設分野研究基金 最新の学術動向を踏まえ、基盤研究（Ｂ）、（Ｃ）に特設分野を設定（応募年度により応募可能な研究期間が異なる）
※平成３０年度公募以降、新規分野の設定を停止（平成３１年度は、平成２９年度に設定した３分野で公募）

学 振

平成３０年９月現在

研究種目一覧

62





平成３０年度の配分状況①（研究種目別）（新規）
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平成３０年度の配分状況①（研究種目別）（新規）
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平成３０年度の配分状況②（研究機関種別）（新規）

（注１）研究代表者が所属する機関により整理。
（注２）四捨五入の関係上、合計と内訳の数値が一致しないことがある。
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＜参考＞

「科学研究費補助金等の適正な使用の確保に関する行政評価・監視結果に基づく勧告」

（平成25年11月 総務省）URL:http://www.soumu.go.jp/menu_news/s‐news/79762.html

基金なのに・・
 年度末の発注期限が厳しくて使いにくい。
 年度をまたいで発注出来ない。

 基金化の趣旨は十分生かされていますか？

 科研費（基金分）については、研究機関において年度ごとに使用期間を
設定したり、年度をまたいだ科研費の使用を不可とすることのないよう
基金化の導入の趣旨にのっとった運用の徹底を図ってください。

科研費の適切な執行管理①
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○ 平成２４年度から、複数の科研費やその他の経費を合算して共用設備を共同で購入できる
ようにした。

○ 研究費使用の効率化や、これまで単独では購入が難しかった高額の機器を共用設備として
購入することが可能になるなどの研究費使用の自由度の向上により、より一層の研究の進
展が期待。

複数の科研費の合算による共用設備購入について

※科研費単独で購入した設備についても、その研究に支障がない限り、別の研究に
使用することが可能。 80












